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働き方改革関連法案 概要
現在日本は、少子高齢化が進み就労人口は低下の一途を辿っています。

今後の日本の経済を支えるためには労働参加率を高める必要があり旧来型の「バリバリ働ける健康な
男性」だけではなく、女性やシニア等の活用を積極的に進める必要があります。そのためにはワーク・ラ
イフ・バランスを確保して、柔軟に、健康に、働くことやライフスタイルやライフステージの変化に合わせて
多様な仕事を選択できることなど、柔軟な働き方がしやすい環境整備をする必要がある、ということで平
成30年7月6日に働き方改革関連法案が公布されることになりました。

Point 1
労働時間法制の見直し
⇒働き過ぎを防ぎ、ワーク・ライ
フ・バランスの実現

Point 2

雇用形態に関わらない公正な
待遇の確保
⇒正規社員と非正規社員の不合
理な格差をなくし、それぞれが納
得して働き方を選択できるように
するため

◆働き方改革関連法案 2つの主要ポイント
男性の労働時間が短くなることで育
児や家事に関わる時間が増え、これ
まで働くことができなかった女性が働
けるようになる！

就労率UP!

育児や介護で短時間でしか働けず非
正規で働く人が、納得感を持って働け
るようになる！

就労率もUP!

2020.4.1施行
（一部は中小企業は、

2021.4.～）

2019.4.1施行
（一部は中小企業は、

2020.4～）
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Point 1. 
労働時間法制の見直し
働き方改革の労働時間法制の見直しパートにおいて、企業において必要なアクションはまとめると下
記の通りとなります。

# 改正概要 企業の必要アクション

1 残業時間の上限規制 ・2019.4.1以降（中小企業は2020.4.1以降）新様式での労使協
定の策定
・そもそもの時間外労働削減

2 「勤務間インターバル」制度の導入 ・導入する場合に要検討

3 １人１年あたり5日間の年次有給休暇の取得を、企業に義務づけ ・必要に応じて計画有給の導入＋就業規則・協定の策定
・有給管理システムにより5日取得していない人の管理方法を
検討
・有給管理簿の策定

4 月60時間を超える残業の割増賃金率を引上げ（25%→50%） ・必要に応じて就業規則・賃金規程の変更
・給与システム対応

5 労働時間の状況を客観的に把握するよう、企業に義務づけ ・必要に応じてタイムカードや勤怠システムの導入を検討

6 「フレックスタイム制」の拡充 ・導入する場合に要検討

7 「高度プロフェッショナル制度」の新設 ・導入する場合に要検討

8 産業医・産業保健機能の強化 ・面談の対象とする時間の変更（100時間⇒80時間）
・80時間超えの労働者について通知方法を検討
・産業医の勧告の衛生委員会への報告
・産業医選任・解任時の事業所周知方法検討
・産業医への情報提供方法を検討

2019.4.1施行
（一部は中小企業は、

2020.4～）

義務

義務

義務

義務

任意

任意

任意

義務
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1-1.残業時間の上限規制

・月45時間年360時間という大臣告示の限
度基準あり

＋

・特別な事情がある場合36協定の特別条項
を明記すれば年間6か月までは上限なし

・法律により、原則月45時間年360時間（休
日労働除く）の上限

＋

・臨時的な特別な事情があり労使が合意す
る場合でも

年720時間（休日労働含まず）、月100

時間未満（休日労働含む）、 複数月平
均80時間（休日労働含む）までとする

※臨時的な特別な事情がある月は年間6か月まで

◆現在 ◆改正後

労働者の長時間労働を是正するため時間外労働の上限規制が導入されます。なお、この上限を超
えて労働させた場合、6か月以下の懲役または30万円以下の罰金の罰則があります。

2019.4.1施行
（中小企業は、2020.4.～）

強制力無し
強制力あり

特別条項があれば、これまでは
時間外労働の上限はなかった
が、これからは原則は月45時間
以下、最大でも単月は100時間
未満とすることが必須・・・

義務
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適用猶予・除外の事
業・業務

内容

自動車運転の業務 改正法施行5年後に、上限規制を適用
（適用後の上限は、年960時間とし引き続
き検討）

建設事業 改正法施行5年後に、上限規制を適用
（災害時には、特例有）

医師 改正法施行5年後に、上限規制を適用
（具体案は引き続き検討）

新技術・新商品等の
研究開発業務

医師の面接指導、代替休暇付与等の健
康確保措置付で、上限規制は適用しない

鹿児島・沖縄におけ
る砂糖製造業

改正法施行5年後に、上限規制を適用

1-1.残業時間の上限規制

◆適用猶予・除外の事業・業務

残業時間の上限規制については、下表の業務は一定期間適用猶予、また新技術・新商品等の研究
開発業務については上限規制は適用しないとしています。

医師の面接指導は、1
か月あたり、100時間を

超えて労働させた場合

に、申出なしに受けさ
せる必要があります！

義務
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1-1.残業時間の上限規制

# 健康福祉確保措置の内容

① 労働時間が一定時間を超えた労働者に医師による面接指導を実
施すること

② 深夜労働の回数を1か月について一定回数以内とすること

③ 終業から始業までに一定時間以上の継続した休息時間を確保す
ること

④ 労働者の勤務状況・健康状態に応じて代償休日又は特別休暇を
付与すること

⑤ 労働者の勤務状況・健康状態に応じて健康診断を実施すること

⑥ 年次有給休暇についてまとまった日数連続して取得することを含
めてその取得を促進すること

⑦ 心とからだの健康問題についての相談窓口を設置すること

⑧ 労働者の勤務状況・健康状態に配慮し、必要な場合には適切な
部署に配置転換をすること

⑨ 必要に応じて、産業医等による助言・指導を受け、又は労働者に
産業医等による保健指導を受けさせること

残業時間の上限規制について、特別条項を設ける場合には、健康福祉確保措置を協定する必要が
あります。健康福祉確保措置は次に掲げるものから協定することが望ましいことされています。

Easy!

Easy!

実務的には、健康福祉確保
措置の内容は、新労使協定
の中で左記の番号を記入す
る欄がありますので、こちらに
記入することになります。

義務
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新36協定案 変更点の概要①

チェックボックスが新設されました。

労働保険番号と法人番号が
追記されました。

「所定」と「法定」の欄が
分けられました

法定休日に関して記入
すると明確になりました。
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新36協定案 変更点の概要②

チェックボックスが新設されました。

⇒これにチェックをしないと無効に
なります！

特別条項は、特別条項用の別の
様式に分かれました。

⇒実務上は様式9号の2を提出す
ることに！

１日を超え３箇月以内の期間から1
箇月と明確に期間が設定されました。

健康確保措置の記載が必要となり
ました。

「業務の都合上必要な場合」「業務
上やむを得ない場合」などは認めら
れません！より具体的に「通常予見
できない」「業務量の大幅な増加」の

ような文言をいれましょう。
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（参考）旧36協定
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1-2.勤務間インターバル制度
（努力義務）

1日の勤務時間終了後、翌日の出社までに一定の休息時間（インターバル）を確保す

る仕組みが、企業の努力義務となります。労働者の十分な生活時間や睡眠時間を確保し、
労働者の健康を守る狙いがあります。

残業

残業 休息時間（11時間）

始業

始業

8時

休息時間（11時間）

10時23時

8時21時17時

始業

始業

例：11時間の休息時間を確保する場合

始業時間を後ろ
倒しに！（＝イン
ターバル確保）

現時点では、勤務間インターバル制度
の導入は義務ではありませんので、他
社の導入状況等をみて判断することで
問題ありません。

任意
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1-3.
5日間の年次有給休暇の取得

年次有給休暇の取得率が低いことを改善するために、年5日の有給休暇取得が企業に義務付け
られました。中小企業にも例外はありません。
労働者の希望を聞き、それを踏まえ使用者が時季を指定する必要があります。
5日を取得させなかった場合30万円以下の罰金が適用されます。

労働者自らが申し出て取得

◆現在 ◆改正後

①使用者が希望を聴き、希
望を踏まえて時季を指定

（年5日原則）

②年次有給休暇管理簿を策
定し3年間保存義務

2019.4.1施行

■有給休暇取得義務化の対象者

・年次有給休暇が10日以上付与される
労働者（管理監督者を含む）に限る。

義務

・年次有給休暇を5日取得済の労

働者については、使用者による時
季指定は不要

・労働者がすでに取得した日数や、
計画的有給休暇で与えたものにつ
いては、その日数分を控除してOK
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◆年次有給休暇管理簿とは？

年次有給休暇を時季指定によって与えたときに、①時季②日数③基準日を労働者ごとに記録した書
類となっており、形式はどんな形でも問題ありません。なお、労働者名簿、賃金台帳に付随する形式と
することも可能ということです。

1-3.
5日間の年次有給休暇の取得

すでにお使いの管理ソフト等が時
季、日数、基準日を労働者ごとに記
載できるようになっているか確認し、
もし対応していないのであれば右
のようなエクセル形式等の管理簿
を策定するということになります。

義務
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1-3.
5日間の年次有給休暇の取得

例（4/1入社の場合）

4/1
入社

10/1

10日付与
（基準日）

4/1 9/30

この期間に5日取得させる

◆前倒しの場合の取り扱い
例（4/1入社の場合）

4/1
入社

10/1

10日付与
（基準日）

4/1 9/30

この期間に5日取得させる

◆通常のパターン

年次有給休暇を取得させる期間には様々なパターンがありますので、前倒しで有給を付与している場
合、一斉付与の場合等パターンごとに「どの期間に5日間取得させなければならないのか」をみていき
ます。

義務
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◆有給の一斉付与等で付与期間に重複が生じる場合の特例

例（4/1入社の場合）

4/1
入社

10/1

10日付与
（基準日）

4/1 3/31

この期間に1年あたり5日に相当する日数を比例的に取得させる

11日付与

（一斉付与
基準日）

◆有給を一部基準日より前倒しで与える場合

例（4/1入社の場合）

4/1
入社

10/1

5日付与
（基準日）

9/30

この期間に5日取得させることでOK

5日付与
(前倒し)

1-3.
5日間の年次有給休暇の取得 義務
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1-4.
月60時間超の割増賃金率の引き上げ

60時間以下 60時間超

大企業 25% 50%

中小企業 25% 25%

1ヶ月の時間外労働（1日8時間・

1週40時間を超える労働時間）

60時間以下 60時間超

大企業 25% 50%

中小企業 25% 50%

1ヶ月の時間外労働（1日8時間・

1週40時間を超える労働時間）

月60時間超の残業は大企業・中
小企業ともに50%の割増賃金率

月60時間超の残業割増賃金率

大企業は50％
中小企業は25％

◆改正後◆現在

義務

中小企業について、月60時間を超える時間外労働につき割増賃金率の引き上げが行われます。（正

確に言えば、これまで中小企業については引き上げが猶予されていたものの、猶予措置がなくなると
いうことになります。）施行までにはまだ時間的余裕がありますので、2023年には引き上げができるよ
う準備が必要です。

2023.4.1施行
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1-5.
労働時間の客観的把握

割増賃金を適正に支払うため、労働時間を客
観的に把握することを通達（下図のガイドライ
ン）で規定。

⇒裁量労働制適用者、管理監督者などはこ
の通達の対象外となっていた。

管理監督者を含む、すべての労働者の労
働時間を客観的に把握するよう法律で義
務化

◆現在 ◆改正後

産業医による面接指導の徹底を図るた
めに、このような規定が法律に盛り込ま
れることになりました。

タイムカードや勤怠ソフトなど客観的に
労働時間が把握できるような仕組みが
必要です。

義務 2019.4.1施行

労働時間の状況の記録は3年
間保存することが必要です。



Copyright 🄫2018 TERASHIMA STRATEGIC HR OFFICE 17

タイムカードを導入しない場合・・・
（基 発 1 2 2 8 第 1 6 号）

「その他の適切な方法」としては、やむを得ず客観的な方法により把握し難い場合において、労働者の自己申
告による把握が考えられるが、その場合には、事業者は、以下のアからオまでの措置を全て講じる必要がある。

ア自己申告制の対象となる労働者に対して、労働時間の状況の実態を正しく記録し、適正に自己申告を行う
ことなどについて十分な説明を行うこと。
イ実際に労働時間の状況を管理する者に対して、自己申告制の適正な運用を含め、講ずべき措置について
十分な説明を行うこと。
ウ自己申告により把握した労働時間の状況が実際の労働時間の状況と合致しているか否かについて、必要
に応じて実態調査を実施し、所要の労働時間の状況の補正をすること。
エ自己申告した労働時間の状況を超えて事業場内にいる時間又は事業場外において労務を提供し得る状態
であった時間について、その理由等を労働者に報告させる場合には、当該報告が適正に行われているかにつ
いて確認すること。その際に、休憩や自主的な研修、教育訓練、学習等であるため労働時間の状況ではない
と報告されていても、実際には、事業者の指示により業務に従事しているなど、事業者の指揮命令下に置かれ
ていたと認められる時間については、労働時間の状況として扱わなければならないこと。
オ自己申告制は、労働者による適正な申告を前提として成り立つものである。このため、事業者は、労働者が
自己申告できる労働時間の状況に上限を設け、上限を超える申告を認めないなど、労働者による労働時間の
状況の適正な申告を阻害する措置を講じてはならないこと。

正しい時間を申告するような
周知、
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1-6.
フレックスタイム制度の拡充

労働時間の清算期間：1ヶ月

労働時間

４月 ５月 ６月

法定労働時間

労働時間の清算期間：3ヶ月

①

②

現在：割増賃金の支払が
必要

現在：欠勤扱い

◆現在 ◆改正後

①３ヶ月の平均で法定労働時間以内
にすれば割増賃金となりません

②４月に働いた法定労働時間超の分
があるので６月は欠勤扱いにはなり

ません

・清算期間が1か月を超える場合、当該
清算期間を1か月ごとに区分した期間

で労働時間が週平均50時間を超え
てはいけません！【義務】
・使用者は、対象労働者の各月の労働
時間数の実績を通知することが望まし
いとされています。
・清算期間が1か月を超える場合には
労使協定の労基署提出が必要です！

2019.4.1施行

任意
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1-6.
フレックスタイム制度の拡充
時間外労働となる時間は？

1. 清算期間が1か月以内の場合

清算期間における実労働時間数 －
週の法定労働時間 × 清算期間における歴日数

7

1. 清算期間が1か月を超え3か月以内の場合
次の①と②を合計した時間

①

② 清算期間における総労働時間のうち、清算期間の法定労働時間の総枠を超えて労働させた時間（上
記①で算定された者を除く）

清算期間を1か月ごとに

区分した期間における実
労働時間数

×
50 × 清算期間を1か月ごとに区分した期間の歴日数

7

2019.4.1施行

任意
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1-7.
高度プロフェッショナル制度

高度プロフェッショナル制度は、時間ではなく成果で評価される働き方を希望する労働者のニーズを満たすという
ことで様々な議論がある中で、創設されました。高度プロフェッショナル制度の適用対象者に対しては労働基準法
4章で定める「労働時間、休憩、休日及び深夜の割増賃金に関する規定」は適用されないということになり、事実上
時間外労働の割増賃金などは一切不要となる制度です。

2019.4.1施行

任意

◆対象者

① 対象は高度の専門職のみ
・高度の専門的知識等を必要とし、従事した時間と成
果との関連が高くない業務

②対象は希望する方のみ
・職務を明確に定める「職務記述書」等により同意して
いる方

③対象は高所得者のみ
・年収が「労働者の平均給与額の３倍」を「相当程度
上回る水準」以上の方=交渉力のある労働者・・・具体
額は1075万円を想定

（金融商品の開発
業務、金融商品
のディーリング業
務、アナリストの
業務、コンサルタ
ントの業務、研究
開発業務など）

一部の大企業でないと年収水
準は満たさないものと考えら
れ、ベンチャー・中小企業の
導入は現時点では難しいもの
と考えられる。
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1-7.
高度プロフェッショナル制度 導入手続き

STEP1

労使委員会の設置
- 委員の半数は過半数労組or過半数代表者が任期を
定めて指名

- 委員会の議事録を作成し3年間保存・労働者に周知
- 労使委員会の運営のための規程を策定

STEP2

労使委員会の決議
- 対象業務
- 対象労働者の範囲

- 対象者の健康管理時間（事業場内の労働時間＋事業
場外の労働時間の合計）を使用者が把握する措置

- 健康管理時間に基づく健康・福祉確保措置
- 労働者の同意の撤回手続き
- 苦情処理措置の実施
- 対象労働者の不同意による不利益取扱いの禁止

STEP3 対象労働者の同意

高度プロフェッショナル制度を導入する場合には、下記のSTEPを踏む必要があります。

企画業務型裁量労働
制で設置している労使
委員会での審議も可！
（＝わざわざ別に設置
する必要はない）

労使委員会の設置は相当
ハードルが高い！

任意
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◆健康・福祉確保措置とは？

# 健康・福祉確保措置の内容

1 年間１０４日以上、かつ、４週４日以上の休日確保

2 インターバル規制（終業・始業時刻の間に一定時間を確保）+1か月あた
りの深夜業の回数を一定以内とすること

3 健康管理時間が一定の時間を超えないこと（１ヶ月又は３ヶ月当たり）

4 １年につき、２週間連続の休暇取得（働く方が希望する場合は１週間連
続×２回）

5 一定要件に該当する対象者につき臨時の健康診断の実施（在社時間
等が一定時間を超えた場合又は本人の申し出があった場合）

6 健康管理時間が1か月あたりの一定時間を超えた労働者に対して医師
による面接指導を実施

義務①

義務②

（いずれ
か選択）

義務③

高度プロフェッショナル制度を導入する場合には、健康・福祉確保措置が必要となり、下
表の義務①から③を満たしていく必要があります。

1-7.
高度プロフェッショナル制度

任意
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1-8.
産業医・産業保健機能の強化

◆現在

産業医は、労働者の健康を確保するため
に必要があると認めるときは、事業者に対
して勧告することができる。

事業者は、産業医から勧告を受けた場合
はその勧告を尊重する義務がある。

◆改正後

・事業者は、産業医から受けた勧告の内容を事

業場の労使や産業医で構成する衛生委員会
に報告することとしなければならないことと
し、衛生委員会での実効性のある健康確保対
策の検討に役立てる。

・事業主は産業医の勧告を受けたときは、当該
勧告の内容・当該勧告を踏まえて講じた措置の
内容（措置を講じない場合はその旨とその理
由）を記録し、３年間保存しなくてはならない。

（1）「産業医の勧告」の制度強化

義務

・実務上は、産業医の勧告は「勧
告前に事業者の意見を求めなけ
ればならない」とされているため、
いきなり勧告されるということはあ
りません。

・衛生委員会での報告事項として
漏れがないように注意が必要で
す。

今まで以上に産業医の選任
は重要に・・・・。（意図をくみ
取ってくれる、柔軟に対応し

てくれる等）

2019.4.1施行
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1-8.
産業医・産業保健機能の強化

義務

（2）産業医への情報提供の強化

◆現在

特段規定なし

◆改正後

事業者は、長時間労働者の状況や労働者の
業務の状況など産業医が労働者の健康管理
等を適切に行うために必要な情報を提供しな
ければならないこととしています。◆必要な情報とは

# 必要な情報の内容 いつまでに？

① 既に講じた健康診断実施後の措置、長時間
労働者に対する面接指導実施後の措置もし
くはストレスチェックの結果に基づく面接指導
実施後の措置又はこれらの措置の内容に関
する情報

遅滞なく

② 休憩時間を除き1週間あたり40時間を超えて

労働させた場合におけるその超えた時間が
1か月あたり80時間を超えた労働者の氏名
及び超えた時間に関する情報

超えた時間の算定を行った後
速やかに（概ね2週間以内）

③ その他労働者の健康管理等を適切に行うた
めに必要と認められるもの

産業医から提供を求められた
後速やかに（概ね2週間以内）

いない場合も「いない
旨」を情報提供する

①労働者の作業環境
②労働時間
③作業態様
④作業負荷など

書面やメールでの提
供も認められていま

す。
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1-8.
産業医・産業保健機能の強化

（3）産業医の業務の内容等の周知

産業医の権限強化に伴い、産業医が辞任したときや解任したときは、概ね1か月以内に衛生委員
会又は安全衛生委員会に①その旨②その理由を報告しなければならなくなりました。

また、産業医を選任したときは、産業医の業務の具体的な内容、産業医に対する健康相談の申出
の方法・産業医による労働者の心身の状態に関する情報の取扱いの方法を周知しなくてはならな
くなりました。

◆現在 ◆改正後

医師による面接指導の要件：
月100時間超の時間外・休日労働を行い、
疲労の蓄積が認められる者（申出制）

１週間当たり 40 時間を超えて労働させた

場合におけるその超えた時間・休日労働
時間が１か月当たり 80 時間を超え、かつ、
疲労の蓄積が認められる者（申出制）

（4）医師による面接指導の要件の変更

（5）労働者への労働時間に関する情報の通知

１か月当たり 80 時間を超えた労働者に対し、速やかに（概ね2週間以内）、労働者に「超えた時間

に関する情報（時間外・休日労働時間数）」を通知しなければならなくなりました。この通知は、疲
労の蓄積が認められる労働者の面接指導の申出を促すものであり、労働時間に関する情報のほ
か、面接指導の実施方法・時期等の案内を併せて行うことが望ましいとされています。
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# 規程の内容

1 心身の状態の情報を取り扱う目的及び取扱方法

2 心身の状態の情報を取り扱う者及びその権限並びに取り扱う心身の状態の情報の範
囲

3 心身の状態の情報を取り扱う目的等の通知方法及び本人同意の取得方法

4 心身の状態の情報の適正管理の方法

5 心身の状態の情報の開示、訂正等（追加及び削除を含む。以下同じ。）及び使用停止
等（消去及び第三者への提供の停止を含む。以下同じ。）の方法

6 心身の状態の情報の第三者提供の方法

7 事業承継、組織変更に伴う心身の状態の情報の引継ぎに関する事項

8 心身の状態の情報の取扱いに関する苦情の処理

9 取扱規程の労働者への周知の方法

産業保健機能の強化の一貫として、労働者が雇用管理において自身にとって不利益な取扱いを
受けるという不安を抱くことなく安心して産業医等による健康相談等を受けられるようにする体制
を整備するため、事業所において心身の状態の情報を適切に取り扱うための規程の策定が指針
により求められました。

1-8.
産業医・産業保健機能の強化
（6）従業員の心身の情報の取り扱いについての規程策定
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以降のPoint 2 雇用形態に関わらない公正な待遇の確保
に関しては、大企業は施行が2020年4月、中小企業におい
ては施行が2021年4月と再来年となることから、引き続き

情報収集が必要となるため今回は暫定の説明資料となり
ます。バージョンアップしたものは、今後引き続き策定し顧
問先の皆様にお伝えする予定です。
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Point 2. 
雇用形態に関わらない公正な待遇の確保

# 改正概要

1 不合理な待遇差をなくすための規定の整備

2 労働者に対する待遇に関する説明義務の強化

3 行政による事業主への助言・指導等や裁判外紛争解決手続(行政Ａ
ＤＲ)の規定の整備

同一企業内における正規・非正規の間の不合理な待遇の差をなくし、どのような雇用形態を「選択」
しても待遇に「納得」して働き続けられるようにすることで、多様で柔軟な働き方を「選択できる」ように
することを目的としています。

2020.4.1施行
（中小企業は、2021.4.～）
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2-1.
不合理な待遇差をなくすための規定の整備
（１）パートタイム労働者・有期雇用労働者

■現在 ■改正後

①均衡待遇規定の明確化

⇒それぞれの待遇（基本給・賞与・役職手
当・食事手当・福利厚生・教育訓練等）ごと
にそれぞれの性質・目的に照らして適切と
認められる事情を考慮して判断されるべき
旨を明確化

②均等待遇規定
⇒新たに有期雇用労働者も対象にどのような待遇差が不合理に当たるか不

明確

・均衡待遇規定
パートタイム労働者：規定あり
有期雇用労働者：規定あり

・均等待遇規定
パートタイム労働者：規定あり
有期雇用労働者：規定なし

③待遇ごとに判断することを明確化し、ガ
イドラインの策定等によって規定の解釈を
明確化

「均衡待遇規定」の内容
①職務内容
②職務内容・配置の変更範囲
③その他の事情
の相違を考慮して不合理な待遇差を禁止

「均等待遇規定」の内容
①職務内容
②職務内容・配置の変更範囲
が同じ場合は差別的取扱い禁止
（職務内容とは、業務の内容+責任の程度をいいます）
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2-1.
不合理な待遇差をなくすための規定の整備
（2）派遣労働者

■現在
■改正後

1. 下記のいずれかを確保することを義務化
①派遣先の労働者との均等・均衡待遇
②一定の要件を満たす労使協定による待遇

※併せて派遣先となる事業主に対し、派遣先
労働者の待遇に関する派遣元への情報提供
義務を新設
2. 派遣先事業主に、派遣元事業主が上記①

②を遵守できるような派遣料金の額の配慮義
務を創設
3. 均等・均衡待遇規定の解釈の明化のため、
ガイドラインの策定

・派遣労働者と派遣先労働者の待遇差
⇒配慮義務規定のみ

パート 有期 派遣

均衡待遇規定 〇→◎ 〇→◎ △→〇+労使協定

均等待遇規定 〇→〇 ×→〇 ×→〇+労使協定

ガイドライン ×→〇 ×→〇 ×→〇

〇：規定あり △：配慮規定 ×：規定なし
◎：規定の解釈の明確化

◆まとめ 【改正前】⇒【改正後】
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2-2.
労働者に対する待遇に関する説明義務の強化 重要

パート 有期 派遣

待遇内容 〇→〇 ×→〇 〇→〇

待遇決定に際しての考慮事項 〇→〇 ×→〇 〇→〇

待遇差の内容・理由 ×→〇 ×→〇 ×→〇

〇：説明義務の規定あり ×：説明義務の規定なし

①有期雇用労働者に対し、本人の待遇内容及び待遇決定に
際しての考慮事項に関する説明義務を創設

②パートタイム労働者・有期雇用労働者・派遣労働者につい
て、事業主に正規雇用労働者との待遇差の内容・理由等の
説明義務を創設

③説明を求めた場合の不利益取扱い禁止を創設

説明を求めた場合
の不利益取扱いを

禁止

→ 改正後は非正規雇用労働者は正社員との待遇差の内容や理由につい
て説明を受けることができるようになります
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2-3.
行政による事業主への助言・指導等や
裁判外紛争解決手続(行政ＡＤＲ)の規定の整備

有期雇用・派遣について行政による裁判外紛争解決手続
（行政ADR）の根拠規定を整備

改正によって「均衡待遇」や待遇差の内容・理由」に関する
説明についても、行政ADRの対象となります（無料）

パート 有期 派遣

行政による助言・指導等 〇→〇 ×→〇 〇→〇

行政ADR △→〇 ×→〇 ×→〇

〇：規定あり △：部分的に規定あり ×：規定なし


